















































































































































































































































第1回 1月 1日～1月 7日 8日間
第２回 1月 8日～1月20日 13日間
第３回 1月20日～1月24日 5日間
第４回 1月28日～2月 2日 6日間





































































































































































































































































































































































































































降雪累計 地上積雪重量 地上積雪深 根雪日数 耐雪強度
3.75m未満 300kg/㎡未満 1m未満 60日未満 不要地域
3.75～7.5m 300～600kg/㎡ 1～2m60～89日 210kg/㎡
7.5～11.25m 600～900kg/㎡ 2～3m90～119日 420kg/㎡
11.25～15.0m 900～1200kg/㎡ 3～4m 120～149日 630kg/㎡

















































〔単位〕人口：千人 世帯数：千戸 資料 平成12年度国勢調査
(積雪1m未満) (積雪４ｍ以上)(積雪1～4m)
通気融雪工法の今後（まとめ）
１．日本列島の日本海側の都市は、世界一の豪雪地帯に属する。
２．ベタ雪豪雪地帯では積雪量は多いが、消えるのも早い。
３．従来、融雪水を抜くことが技術的に検討されてきておらず、この
ため雪下ろしが必要となっていた。
４．積雪層を不安定構造にし、気温や風・日射などの自然エネルギ
ーを利用することで、4m積雪の地帯でも雪下ろしをしないで済む
建物を造ることが可能となる。
５．自然エネルギーを利用した通気融雪工法は、ＣＯ２の削減と化
石燃料の保全のために、今後益々発展することが期待される。
ベタ雪地帯における種々の通気融雪工法屋根の選択
以下のような種々のタイプの中から規模や用途により、適正なものを選択する。
①水平屋根の住宅の場合には、複式折板による通気融雪工法とする。
②急勾配屋根の住宅の場合には、二重屋根による通気融雪工法とする。
③体育館やスーパーマーケット・駅舎などの大規模建築物の場合には、立体トラス又は吊り
構造屋根とし、その小屋組ないし構造部材を自然融雪装置とする。
水平屋根 立体トラス屋根
おわりに
これまでの発想では、「融雪⇒加熱」と考えられてきた。しかしながら、そのようなエネルギ
ー多消費型で大量に温暖化ガスＣＯ2を発生するような屋根雪処理技術の開発は、今後、推
奨出来ない。
本報告で述べたように「積雪層に滞留してしまう量が最小限となるように屋根面を傾斜させ、
自然エネルギーによって雪が融けたら再凍結させずに排水出来るように工夫する。」ことで、
屋根雪荷重の低減を計ろうとする試みは、未だ普及しているとは言えない。21世紀を迎えた
現在、多雪地帯における合理的な建築設計の仕方を追究して行くことで、豊かで文化的な雪
国を創っていけるものと期待される。
この一連の研究は、科学研究費補助金基盤研究(B)(2)によって行ったものである。
実験データなどの詳細は、別途、報告書としてまとめたのでそちらを参考にして貰いたい。
通気融雪工法による雪処理技術は、自然界の熱エネルギ 、ー雪そのものの物理的性状、
屋根ないし装置の形状を三位一体として捉え、自然融雪の促進に最善となるそれらのバラ
ンスを掴み技術化することによって完成する。
